日本建築法制会議 第７３回 総会 議事録

日　時：　２０１４年７月２３日（水曜日）１３時３０分～１６時
場　所：　東京都中央区京橋２丁目６番７号　京橋区民館４号室洋室

出席者：　７名（敬称略・50音順）　
大山  宏、竹川忠芳、辻 英一、眞柄榮毅、室田達郎、柳澤孝次、山田利行
◎主な情報発信（敬称略）と主な意見交換（⇒）
○提出資料（大山 宏）
　：「五輪会場見直し　モッタイナイの精神で」、中日新聞、２０１４年７月２２日
：「槇文彦からＩＯＣバッハ会長への手紙」、２０１４年６月１３日
　▼IOCバッハ会長への手紙〈英文〉　　　　　　▼IOCバッハ会長への手紙〈和文〉
　：「国立競技場解体/２件とも低入札で保留」、日刊建設工業新聞、２０１４年７月１８日
：「参加と合意形成研究会―キックオフ・シンポジウム　新国立競技場計画の持続可能性は？」、
原科幸彦、http://www.cuc.ac.jp/　２０１４年７月１１日（金）
千葉商科大学・丸の内サテライトキャンパス　
：「神宮外苑と国立競技場を未来へ手わたす会―国立競技場を壊したくない１０の理由―」
　　http://2020-tokyo.sakura.ne.jp　
　：「改正建基法成立で３８条復活/技術開発に自由度/既存不適格にも対応」、
建設通信新聞、　２０１４年５月３０日
　⇒３８条復活とは言え、楽観は禁物、今後の運用次第。

　：「改正建築基準法が成立/適判制度を簡素化/木材利用促進へ規制緩和」、
日刊建設工業新聞　、２０１４年５月３０日
　：「担い手確保へ改正３法成立/ダンピング受注防止・適正利潤確保、発注者の責務に」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日刊建設工業新聞、２０１４年５月３０日
　：「改正士法成立で建築３会が会見/ 発注者、会員に周知徹底/ 基本法制定ヘ連携協力」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設通信新聞、２０１４年６月２４日
：「改正建築士法が成立/業の適正化、情報開示充実」、建設通信新聞、２０１４年６月２３日
：「改正建築士法成立/各団体がコメント/社会に大きな意義、歩調合せて対応」、
日刊建設工業新聞、２０１４年６月２３日
　    ⇒（社）日本建築士会連合会　http://www.kenchikushikai.or.jp
　    ⇒（社）日本建築士事務所協会連合会 http://www.njr.or.jp
　    ⇒（社）日本建設業連合会 http://www.nikkenren.com/
　：「改正建築士法、６月２０日成立へ/書面契約義務化、丸投げ禁止」、日刊建設工業新聞、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１４年６月２３日
　：「原爆ドーム：耐震化難航　半壊の文化財、過去に例が無く」、毎日新聞、２０１４年７月２２日
　⇒　日本イコモス国内委員会　http://www.japan-icomos.org/
　：「「長崎教会群」世界遺産候補に、　文化審選出、１６年の登録目指す「長崎県」」、
西日本新聞　、２０１４年７月１１日
⇒文化庁　http://www.bunka.go.jp/
⇒世界遺産一覧　http://www.unesco.or.jp/isan/list/
　：「ポートタワーが国の文化財に　ミナト神戸の象徴に栄誉」、神戸新聞、２０１４年７月１９日
　：「国の登録文化財に滋賀県庁本館　京都の栗原家住宅主屋も」京都新聞社、２０１４年７月１９日
　：「市川の赤レンガも継承を　市民ら要望　富岡と同じ「フランス積み」工法」、
東京新聞、　２０１４年６月２４日
　：「「富岡残す」使命貫く　片倉工業、世界遺産へ道」、東京新聞、２０１４年６月１７日
　：「３・１１後のサイエンス：差し止め判決が語るもの＝青野由利」、毎日新聞、２０１４年６月１日
　：「工学者が見る大飯原発差し止め判決の誤り」、奈良林　直、Global Energy Policy  Research
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.gepr.org/ja/contents/20140526-02/　　
　　⇒典型的な原子力ムラの発言ですね。
：「国会質問で見えてきた集団的自衛権論争の核心部分」、木村草太、２０１４年７月１９日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.videonews.com/
⇒閣議決定は個別的自衛権で説明できるものを集団的自衛権と称しているだけで、
法律家同士の暗号通信だと見るべきだとか。斬新な見解として興味深い。
：「憲法と自衛権」防衛省・自衛隊　Ｍｉｎｉｓｔｒｙ　ｏｆ　Ｄｅｆｅｎｓｅ
 http://www.mod.go.jp/j/approach/agenda/seisaku/kihon02.html  ,２０１４年７月７日
⇒集団的自衛権は許されないという記述が、閣議決定後１週間ほど残っていた。

　：「ＣＲＡＩＧ　ＭＡＲＴＩＮ　法の支配揺るがす　《　解釈改憲　》米の法学者はこう見る」
　http://craigxmartin.com/　　　、東京新聞、２０１４年７月８日
　：「特集ワイド：集団的自衛権行使容認の閣議決定　ワイマール空文化、ナチスと同じ手口」、
　　三島憲一、毎日新聞、２０１４年７月１９日
　○　提出資料（辻　英一）

　　：「大手でもトラブル続発　露呈する建築生産システムの綻び」、日経アーキテクチャ、2014-5-25
⇒“三方よし”のものづくり精神などを忘れているようなトラブル事故が多いですね。
⇒トラブル事故は氷山の一角であり、今後さらに続発するのではないですか。
⇒トラブル事故の根底には、技術や技能の伝承と教育および業界における社会システムなどにも問題があるのでしょうね。
：「朱鷺メッセ連絡橋事故からの教訓」、大越俊男、２００４年２月１３日　
　⇒　参考情報：一般社団法人　日本建築構造技術者協会（ＪＳＣＡ）　ＨＰより
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	「朱鷺メッセ連絡事故からの教訓」（JSCA会長大越俊男）を掲載いたしました 。
(2004/2/13付) （→PDFはこちら 
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	「朱鷺メッセ連絡橋事故調査　報告書（最終）」
(2004/2/10付) 
※PDFファイルA4×28頁/163KB、 HTMLページはありません。ダウンロードして閲覧願います。

タスク・フォースの活動記録は（→こちら）にまとめてあります。


　〇情報紹介
　　：「最も基本的なルールである民法が抜本的に改正されようとしている
· 法務省　Ｍｉｎｉｓｔｒｙ　of Justice　http://www.moj.go.jp/ 」、竹川忠芳、

